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1. はじめに  

	
 都市の発展に伴い，現代社会は大量の資源の生産・

消費・廃棄に基づく発展を遂げてきた．限りある資源

を有効利用するため, 大量廃棄型の社会からの早急な

脱却が求められ，資源の採取・消費・廃棄に関する全

量を定量的に把握することが重要である．平成 25年の

日本の物質フローを概観すると，国内資源投入量 5.88

億トンうち，建設資材として使われる土石系資源の投

入量が 89%を占めている(環境省，20161))．そのため，

建設資材の有効利用，循環利用を推進することが資源

の投入量や廃棄量の低減や二酸化炭素をはじめとする

温室効果ガスの削減を促し，循環型社会・低炭素社会

の形成に向けた大きな一歩となる． 

	
 社会基盤施設・建築物における物質ストック・フロ

ーに関する既往研究として，醍醐ら(20092))，加用ら

(20083))，松井ら(20154))が挙げられる．醍醐らは，統計

データを用いて日本の鉄鋼材の物質ストック量を導出

した．加用らは，住宅ストック戸数に着目し日本の木

材資源フローの変化及び木材資源の二酸化炭素排出量

削減の評価を行った．松井らは建築着工面積と投入量

原単位から土石系資源の詳細な物質ストック・フロー

の将来推計を行い，生産量から二酸化炭素排出削減量

を推計した．主要な建設資材である土石系資源・木材・

鋼材の物質ストック・フローの推計方法は各既往研究

でそれぞれ異なるため，統一された推計方法が必要で

ある．本研究では，生産統計を用いて土石系資源・木

材・鋼材の物質ストック・フローを把握するとともに

各資材の生産における二酸化炭素排出量を各資材の生

産量と炭素排出原単位より推計し，比較することでマ

テリアルストック・フロー分析を行った． 

 

2.	
 研究方法  

2.1	
 投入量及び排出量の算定  

	
 建設資材の投入量は資材の生産量から着工や加工に

伴う排出量を減じることで算出し，排出量は着工や加

工に伴う排出量と解体に伴う排出量の合計とし，蓄積

純増は歩留まりを考慮した投入量から解体に伴う排出

量を減じることで算出した． 

	
 建設物に対する土石系資源の投入量はセメント，砕

石，砂利，アスファルトの生産量から，戻りコンクリ

ートの排出量と新築・増改築，修繕に伴うコンクリー

ト塊，アスファルト・コンクリート塊の排出量を減じ

ることで算出した．排出量は戻りコンクリートの排出

量とコンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊

の新築・増改築，修繕に伴う排出量，解体によるスト

ックからの排出量の合計とした．  

	
 鋼材の投入量は建築用，土木用の普通鋼材の生産量

と輸入量の合計から在庫と加工スクラップの排出量を

減じることで算出した．排出量は加工スクラップ排出

量と解体による老廃スクラップ排出量の合計とした． 

 木材の投入量は製材品，合板，パーティクルボードの

生産量と製材品，合板の輸入量の合計から在庫と新築，

増改築に伴う建設発生木材の排出量を減じることで算

出した．排出量は建築増改築に伴う建設発生木材の排

出量と解体による発生木材の排出量の合計とした． 

	
 なお，上記の土石系資源，鋼材，木材それぞれの蓄

積量は蓄積純増量を投入量から解体に伴う排出量を減

じることで算出し，山下ら(20155))の 1990年時点の蓄積

量に 1991 年から 2015 年の蓄積純増を積算することで

算出した．  

 

2.2	
 各資材の二酸化炭素排出量の算定  

	
 建設物に対する土石系資源，鋼材，木材それぞれの

生産量に酒井ら(19966))の炭素排出量原単位を乗じるこ

とで算出した．なお，セメントは普通ポルトランドセ

Hiromu YAMAMOTO，Kengo MATSUI，kyosuke FUJITA，Keijiro OKUOKA and Hiroki TANIKAWA 

Yamamoto.hiromu@i.mbox.nagoya-u.ac.jp

平成29年度土木学会関西支部年次学術講演会

Ⅶ- 15



メント，高炉セメント，フライアッシュセメントの 3

つに分け，プロセス起源の排出量を考慮した．鋼材は

電気炉由来，転炉由来の 2 つに分けた．木材は原料の

樹林が山林で成長している家庭で，大気中の二酸化炭

素を固定しているとした． 

 

3.	
 結果と考察  

3.1	
 投入量，排出量及び蓄積量の推計結果  

	
 2015年における投入量において，骨材は 1.46億トン，

砂利・砕石は 1.44 億トン，アスファルト 4199 万トン，

セメント 3469万トン，鋼材は 2100万トン，木材は 1480

万トンであり，合計は 3.99億トンとなった．また，1990

年と 2015年の資材別の投入量を比較すると土石系資源

は 56.2%，鋼材は 49.7%，木材は 28.2%減少しており，

特に土石系資源の割合が大きいことがわかる． 

	
 2015年の排出量において，土石系資源は 6087万トン，

鋼材は 967万トン，木材は 310万トンであり，1995年

の 9681万トンをピークに減少傾向が続いたが，近年は

横ばいとなった．  

	
 図-1 に土石系資源，鋼材，木材の各年代の蓄積量を

まとめた．2015 年の蓄積量において，土石系資源は

296.8 億トン，鋼材は 9.1 億トン，木材は 6.4 億トンと

なった．投入量の減少と蓄積量の増加から，社会基盤

施設や建築物の整備が進んだことがわかる．また，定

量化された物質ストックから，今後更新を迎える社会

基盤施設や建設物から排出される建設副産物について

考慮することが可能であると考えられる． 

	
 

3.2	
 生産に伴う二酸化炭素排出量の推計結果  

	
 1990 年から 2015 年までで二酸化炭素排出量は 25%

削減された．2015 年の資材別の排出量の割合はセメン

ト 3140 万 CO2トン，骨材 8.5 万 CO2トン，木材-680.1

万 CO2トン，鋼材 1195万 CO2トンとなった．二酸化炭

素排出量の観点からみると鋼材や木材の影響が大きい

ことがわかる．建設物の物質フロー・ストックの把握

において，2015 年のストックの 95%を占める土石系資

源の物質フロー・ストックに焦点が合わされやすいが，

鋼材，木材の物質フロー・ストックにも着目していく

必要がある． 

	
 

4. おわりに 

	
 本研究では，主要な建設資材である土石系資源，鋼

材，木材の物質ストック・フローを把握するとともに，

各資材の生産における二酸化炭素排出量の推計を行い，

マテリアルフロー分析を行った．2015年の二酸化炭素

排出量では鋼材が 1195万 CO2トンで推計した排出量の

33%を占める．循環型社会，低炭素社会の形成には土石

系資源の循環利用だけでなく，鋼材の循環利用も利用

を進めていくことが重要である． 

	
 今後の課題として，今回推計を行った土石系資源，

鋼材，木材以外の銅，アルミニウム，ガラスといった

建設資材の物質ストック・フローの把握が必要である．

二酸化炭素排出量においては生産についての推計であ

るため，輸送や廃棄などにおける排出量の推計も行う

必要がある．	
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図-1	
 資材別の蓄積量	
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